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　東京消費者団体連絡センターは、7月28日に小池東京都知事あてに2024年度東京都
予算への要望書を提出し、東京都生活文化スポーツ局消費生活部片岡部長はじめ5名の
担当のみなさんに要望を伝え、意見交換しました。また、7月28日、8月30日、9月5日、
6日に都議会5会派（東京都議会自由民主党、公明党、都民ファーストの会東京都議団、
立憲民主党、日本共産党）との懇談やヒアリングを行いました。連絡センターからは、代
表委員の団体をはじめ、6団体と東京都消費者月間実行委員会事務局、連絡センター事
務局の延べ30名が参加しました。（要望事項はP.2、3参照）2024年度東京都予算に対し
ては、消費者行政の充実・強化に関して7つのテーマで11項（東京都消費生活基本計画
に基いた消費者教育の推進、悪質な事業者の取締り強化、見守りネットワークの実効性
を高めること、など）、食の安全・安心確保について2つのテーマで3項目（ゲノム編集技術応用食品の表示義務化、持続可能
な都市農業の確保、など）、東京都こども基本条例の周知促進について、都民の安全・安心なくらしの確保と持続可能な社
会づくりに向けてについて6つのテーマ（多摩地域を中心とした地下水のＰＦＡＳ問題への国との連携、自然と調和した持続可
能な都市への取組、脱炭素社会の実現に向けた取組、東日本大震災の復興支援の継続など）を要望しました。特に、関東大
震災100年の節目となる今年からスタートした「ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト」を都民に周知することや「未来の東京」戦略
version up2023の施策の「チルドレンファーストの社会の実現」を進めていただくことを要望しました。そして、参加団体から
は要望項目を補強する意見が活発に出され、東京都からは、東京都消費生活基本計画に沿って消費者被害に関しての注意喚
起や情報提供、事業者の監視などの取り組みを進めていきますと回答をいただきました。また、都議会各会派からは、安全
安心を実現するため、要望をしっかり受け止めていきたい旨の発言がありました。
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関東農政局との意見交換会を開催しました 

　隔年で行っていた消費者団体と関東農政局との意見交換会はコロナ禍のため中断
していましたが5年ぶりに開催しました。はじめに「みどりの食料システム戦略」と「関
東農政局東京都拠点の概要」についての情報提供があり、その後、質問を含め意見
交換を行いました。参加者からは、日本の食料安全保障については、コロナやウク
ライナ問題、気候変動など様々な課題があり危機感を持っている、ソーラーシェアリ
ングの農業について、農薬使用量削減や有機農業拡大の短期目標が必要ではないか、
若い方が就農するための支援策、エリートツリーの原産地はどこ、など「みどりの食
料システム戦略」について様々な意見が出され充実した意見交換となりました。

6月29日（木）14：00 ～16：30　東京都消費生活総合センター学習室Ａ
参加者：東京消費者団体連絡センター参加団体　9団体12名、農林水産省関東農政局4名、東京都拠点地方参事室2名
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NPO法人東京都地域婦人団体連盟、主婦連合会､　東京都地域消費者団体連絡会、新日本婦人の会東京都本部、一般財団法
人消費科学センター、東京地方労働組合評議会、東京借地借家人組合連合会、東京都生活協同組合連合会、生活協同組合コ
ープみらい､生活協同組合パルシステム東京、東都生活協同組合、生活クラブ生活協同組合・東京、葛飾区消費者団体連合会、
大田区消費者団体連絡協議会、清瀬市登録消費者団体連絡会、多摩のくらしを考えるコンシューマーズ・ネットワーク、目黒区
消費者グループ連絡会、練馬区消費生活センター運営連絡会、中央区消費者友の会

東京消費者団体連絡センターの参加団体（19団体　2023年11月1日現在）
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「猛暑」よりも「酷暑」がピッタリだった今年の夏。物価上昇やエネルギー価格の高騰も
あり、地球の為、家計の為、無駄を見直しながらの節約を頑張りました。10月になっても、

消費行動を控える傾向は続いていますが、愛犬との散歩が楽しいとか、お米が美味しいとか、晩酌が嬉しいとか、
何気ない幸せを見つけながら、毎日を過ごしていきたいです。（AH）

催しのご案内

報　告

編 集 後 記

23区消費者団体活動情報交流会

●多摩地域の消費者団体交流会「知ろう！はじめよう！地域での環境活動」

●学習会「気候変動を防ぐ　脱炭素への道」～私たちにもできる脱炭素の取り組み～

7月13日（木）12：30 ～14：15（Zoomを活用したオンライン開催）　参加者：33名
　国際環境ＮＧＯグリーンピース・ジャパンの儀同千弥さんから、プラスチック問題は「気
候変動」「生物多様性の喪失」「汚染や廃棄物」という“地球の三重の危機”に影響を与える
国際的な課題であることや、その課題の解決に向け企業に対してシステムチェンジを提
案していること、市民団体「西荻大作戦」と協働して西荻窪の商店でリユースの導入を目
指した取組みについてお話しいただきました。
　また、「西荻大作戦」メンバーの芹沢さんから活動を始めたきっかけや仲間を増やして
いった過程、活動の拠点である「オトナカフェ」についてお話しいただきました。その後、「地
域での環境活動、何ができそう？」をテーマにグループ交流を行いました。

8月9日（水）13：30 ～15：00（Zoomを活用したオンライン開催）　参加者：18名
　一般社団法人Ｃlimate Integrateの平田仁子さんから、ＩＰＣＣ第6次評価報告書によると、
平均気温1.1℃上昇の現在、すでに大丈夫ではない現実があることから、気温上昇を1.5℃
に抑えることが世界全体の目標であり、目標達成には2050年までに（2019年比）温室効果
ガス排出84％削減、ＣＯ2排出実質ゼロが必要、特に電力部門では石炭火力のフェーズアウ
トが必要とされていることなど解説していただきました。そして、地域や1人ひとりにでき
ることをお話されました。アンケートには、気候変動対策にチャレンジできる最後の世代。
未来は変えられるという言葉が印象に残りました。などの感想が寄せられました。

●２０２３年度東京の消費者行政調査活動「東京の消費者行政　学習と懇談に向けて」

　まず、東京都生活文化スポーツ局消費生活部長片岡容子さんより、令和４年
度の消費生活相談を含めた東京都の消費生活行政の現状と課題についてと、消
費生活をめぐる今後の展望を見据えて消費生活基本計画を策定したこと、新た
な重点施策として「ＴＯＫＹＯエシカル」「東京デジタルＣＡＴs」「Ｓafe Ｋids」を行っ
ていくこと、高齢者見守りネットワークの機能充実や成年年齢引き下げに対応し
た消費者教育の強化、多摩消費生活センターの施設移転などご講演いただきま
した。続いて、学習「私たちがめざす懇談活動とは」を行い、その後、参加者は
グループに分かれ懇談の進め方などを交流しました。

消費者団体と関東農政局との
意見交換会

東京都生活文化スポーツ局消費生活部

9月6日「学習と懇談に向けて」
東京都生協連会館会議室

平田仁子さん

儀同千弥さん
©Chiaki Oshima_Greenpeace

「日本の食材・食品の実態から　有機食材（野菜）について考える」
日時：2023年11月21日（火）　13：30 ～15：40　　　開催方法：Zoomを活用したオンライン開催
内容：【講演】「食べ物が劣化する日本と希望の有機給食」
　　　　　　安田節子さん（食政策センター・ビジョン21代表、日本有機農業研究会理事）
　　　【取組報告】「オーガニック給食の成功事例から学ぶ」
　　　　　　　　中村陽子さん（ＮＰＯ法人 メダカのがっこう理事長）
　　　【分散交流】有機食材・野菜を普及させるために私たちができることを話し合います。
主催：「23区消費者団体活動情報交流会」実行委員会
協賛：東京都消費者月間協賛事業

（※ホームページをご参照ください）

（主催：「多摩地域の消費者団体交流会」実行委員会、協賛：東京都消費者月間協賛事業）

（主催：東京消費者団体連絡センター・東京都生協連食と消費者行政連絡会）

9月6日（水）10：30～12：00（東京都生協連会館会議室とオンラインのハイブリッド開催）参加者88名
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東京都生活文化スポーツ局 消費生活部

 Ⅰ 消費者行政の充実・強化について
1. 東京都消費生活基本計画に基づき、学校との連携を

強化して消費者教育を推進してください。
　消費者市民社会の
構築に子どもの頃か
ら年齢に合わせた消
費者教育が必要です。
本年 4 月からスタート
している基本計画に
基いた消費者教育を
区市町村とも連携して
推進してください。

2. 特定商取引法 契約書面等電子化施行後の悪質な事
業者の取締りを強化してください。

　6 月1日から、訪問販売や訪問購入などでも消費者の承諾
を得た場合は、契約書面や申込書面などを電子メールや事業
者の URLを提供してダウンロードする方法などで提供するこ
とができるようになりました。契約書面の電子化によって新
たな消費者被害が発生する懸念があり消費者団体は反対を
表明しています。消費者被害を未然防止する観点からも契約
書面等電子化ガイドラインに即した営業を行うことを事業者
に指導してください。
　そして、悪質な事業者の指導・処分をさらに強化するとと
もに、都民に対しての注意喚起も継続的に行ってください。

3. オンラインで完結する借家契約の実態調査と悪質な
事業者の指導をお願いします。

　都内で家を借りる場合、地方に住んでいるなど距離的、時
間的制約から内見ができず、不動産会社のホームページの物
件情報のみで契約するケースがあります。その場合、契約書
や事後説明書が電子的方法で発行されオンラインで契約が
完結することとなります。その中には、契約した物件がホー
ムページ上の情報と異なり解約したくても解約金が発生した
り、入居に際して支払った初期費用が返金されないなど消費
者に不利益な状況が出ています。不動産会社のホームページ
の情報と実際の物件に乖離がないか、契約書や事後説明書
は書面交付を基本としているかなど、被害の端緒情報をもと
に実態調査を行い悪質な事業者に対し改善の指導をしてくだ
さい。

4. 特商法関連の消費者被害の未然防止のために特商法
改正を国に求めてください。

　悪質な事業者の取締
りを強化していただい
ていますが、被害にあっ
てからの被害回復は困
難です。訪問勧誘販売
や電話勧誘販売に有
効な制度の導入や、通
信販売の規約、マルチ
取引の規制等は喫緊の
課題です。特商法の抜
本的改正のための検討を早急に始めることを国に要望してく
ださい。

5. 見守りネットワークの実効性を高めてください。
（1）重層的支援体制整備事業と見守りネットワークの相乗効

果で高齢者の見守りに効果を上げている自治体がありま

す。2023 年度予算要望の回答では、都内ほぼ全域で高
齢者の消費者被害防止のための見守りネットワークが構
築されたとありました。見守りの実効性を上げるために
区市町村へ重層的支援体制整備事業の周知と活用を進
めてください。

（2）全国消団連地方消費者行政プロジェクトが 2022年度
行ったアンケート調査によると、県が消費者安全確保地
域協議会を設置している方が区市町村の協議会設置割
合が高くなっていました。そして、県が設置していること
で、区市町村での協議会の運営や実態把握にも効果が
見られました。区市町村へ設置を呼び掛けるとともに都
においても消費者安全確保地域協議会の設置を検討して
ください。

6. 東京都消費者月間事業の充実・発展と、消費者団体
との協働や活動支援を推進してください。

（1）消費者意識の啓発、消費者団体相互の連携強化、消費
者・事業者・行政の協働の推進のために、東京都消費者
月間事業の果たしている役割は大きく、消費者団体の活
動を尊重して引き続きその充実と発展を推進してくださ
い。あわせて財政措置が減らされることがないよう対応
してください。

（2）移転する多摩消費生
活センターが多摩地
域の消費者行政の発
展、充実に資するよ
うなセンターとなるこ
とを期待しています。

（3）高齢化や財政面で課
題を抱えている消費者
団体が増えていますが、
消費者市民社会の形成
に参画し、発展に寄与
する様々な取組を展開しています。持続可能な消費者活
動のために消費者団体が望む学習会テーマについては、
消費に関するテーマ以外も消費生活に関係するという幅
広い観点から理解していただき協働を進めてください。

（4）NPOなど非営利活動を行う消費者団体に対して活動と
財政の両面で支援してください。

7. 国による地方消費者行政への財政支援の継続を引き
続き要請してください。

　地方消費者行政強化交付金は財源の 1/2 を負担すること
が難しい自治体では活用が進んでいません。地域の実情に
合わせた予算措置が必要です。地方消費者行政推進交付金
と同程度の予算措置を国に対して働きかけてください。

 Ⅱ 食の安全・安心確保について
1. ゲノム編集技術応用食品であることが分かる表示を

国に求めてください。
　令和 4 年度（2022 年度）厚生労働省に「ゲノム編集によ
るワキシートウモロコシ」の届出がありました。ワキシート
ウモロコシは食用以外に増粘剤や安定剤などの原料としても
利用されます。原料として使用されるのであれば、なおさら
消費者に分かる表示が必要です。消費者が商品選択する上
で表示は欠かせません。ゲノム編集技術応用食品の表示の義
務化を国に求めてください。

東京都議会自由民主党

東京都議会公明党
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2023年度　東京の消費者行政調査活動に取組んでいます。

　東京都生協連 食と消費者行政連絡会と東京消費者
団体連絡センターが共同で、東京の消費者行政の充実・
活性化に向けて取り組んでいる「東京の消費者行政調
査活動」は 14年目を迎えました。2017年度から、懇
談の充実のために 53自治体を半分に分けて隔年ごと
に実施しています。

　消費者教育推進や地域の見守りネットワークづくり
など私たちが安心して暮らしていくために、有意義で
役に立つ活動に取り組んでいきます。6 月のアンケー
ト調査の結果や 9月に開催した「学習と懇談に向けて」
もふまえ、消費者行政担当者との懇談を行っています。
　懇談結果は年明けの 2月21日（水）に 2023年度の
まとめ「報告・交流会」で報告します。

時　期 項　目
6月 アンケート調査（51区市町村から回答）

9月6日 東京の消費者行政　学習と懇談に向けて（参加者103 名）
10 ～11月 区市町村消費者行政担当者との懇談

2024 年 2月21日（水）2023 年度のまとめの「報告・交流会」

スケジュール

秋の懇談実施中

2. 持続可能な都市農業の確保をすすめてください。
（1）農業振興プラン改正に沿って、農業の担い手の確保・育

成や農地の維持・活用などに取組み持続可能な都市農
業の確保を進めてください。

（2）有機農業の促進
のためには学校
給食に利用する
ことが有効と考
えます。すでに
有機給食を取り
入れている自治
体の事例を参考
にして、東京都が
中心となり有機給食の推進に取り組んでください。

Ⅲ 東京都こども基本条例の周知促進を図って
ください

　東京都こども基本条例が令和 3 年（2021年）4 月に施行
されています。こども一人ひとりが権利の主体者であること
を理解し行動できるように理解促進を進めてください。また、
こどもたちを取り巻く大人たちにも周知してください。自分
の権利を意識することは「『未来の東京』戦略」の成長の源
泉となる「人」の力を高める政策の推進に必要であると考え
ます。

1. 都民の健康を守る取り組みを進めてください。
　地下水の PFAS 汚染に対して都民の不安が高まっていま
す。東京都としても調査を行い分かりやすく情報を発信して
ください。国や自治体とも連携を強化して都民の健康を守る
ことに取組んでください。

2.TOKYO 強靭化
プロジェクトを
都民に周知して
ください。

気候変動によって、
風水害の激甚化や
海面水位の上昇が予

測されていることから、東京都では洪水や浸水被害など災
害リスクへの備えをレベルアップする方針が公表されました。
プロジェクトを自分事として考えられるように都民に周知して
ください。

3.自然と調和した持続可能な都市を都民と共に進めて
ください。

　「『未来の東京』戦略」の中で、「緑や水辺を生かした、潤
いや憩いを感じられる魅力ある空間の創出」とあります。現
在、神宮外苑や葛西臨海公園などで開発のために、都民が
憩いを感じている貴重な樹木が伐採されようとしています。
これらの樹木は一度失ったら二度と取り戻すことはできませ
ん。SDGs を推進する観点からも計画を見直してください。

4. 脱炭素社会の実現に向けた取組を進めてください。
　東京都はゼロエミッション東京の実現のために省エネと再
生可能エネルギーを強力に推進しています。都民もゼロエミッ
ションに積極的に関わっていくための啓発と、EV 車購入や
住宅の断熱、太陽光パネルなどへの交付金の拡充を行い持
続可能な都市を都民と共に進めてください

5. 東京にカジノを含む統合型リゾート（IR）を誘致する
ための調査は中止してください。

　世界から選ばれる金融・経済・文化都市を目指すことに都
民は期待しています。世界的にカジノ事業は衰退傾向にあり、
ギャンブル依存症という大きな問題を抱えています。国はカ
ジノを含む統合型リゾート施設整備計画の申請を昨年、締め
切っていることから、東京にカジノを誘致することのメリット・
デメリットを調査する必要はないと考えます。

6. 東日本大震災の復興のため、被災地・被災者・福
島支援の取組みを引き続き進めてください

　東日本大震災から12 年になりました。都内に避難してい
る被災者に対して自立支援の継続や、就労対策、住宅の供
与期間の延長措置等を引き続き進めてください。

都民ファーストの会東京都議団

 Ⅳ 都民の安全・安心なくらしの確保と持続可能
な社会づくりに向けて

東京都議会立憲民主党 日本共産党東京都議会議員団
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　東京消費者団体連絡センターは、7月28日に小池東京都知事あてに2024年度東京都
予算への要望書を提出し、東京都生活文化スポーツ局消費生活部片岡部長はじめ5名の
担当のみなさんに要望を伝え、意見交換しました。また、7月28日、8月30日、9月5日、
6日に都議会5会派（東京都議会自由民主党、公明党、都民ファーストの会東京都議団、
立憲民主党、日本共産党）との懇談やヒアリングを行いました。連絡センターからは、代
表委員の団体をはじめ、6団体と東京都消費者月間実行委員会事務局、連絡センター事
務局の延べ30名が参加しました。（要望事項はP.2、3参照）2024年度東京都予算に対し
ては、消費者行政の充実・強化に関して7つのテーマで11項（東京都消費生活基本計画
に基いた消費者教育の推進、悪質な事業者の取締り強化、見守りネットワークの実効性
を高めること、など）、食の安全・安心確保について2つのテーマで3項目（ゲノム編集技術応用食品の表示義務化、持続可能
な都市農業の確保、など）、東京都こども基本条例の周知促進について、都民の安全・安心なくらしの確保と持続可能な社
会づくりに向けてについて6つのテーマ（多摩地域を中心とした地下水のＰＦＡＳ問題への国との連携、自然と調和した持続可
能な都市への取組、脱炭素社会の実現に向けた取組、東日本大震災の復興支援の継続など）を要望しました。特に、関東大
震災100年の節目となる今年からスタートした「ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト」を都民に周知することや「未来の東京」戦略
version up2023の施策の「チルドレンファーストの社会の実現」を進めていただくことを要望しました。そして、参加団体から
は要望項目を補強する意見が活発に出され、東京都からは、東京都消費生活基本計画に沿って消費者被害に関しての注意喚
起や情報提供、事業者の監視などの取り組みを進めていきますと回答をいただきました。また、都議会各会派からは、安全
安心を実現するため、要望をしっかり受け止めていきたい旨の発言がありました。

2024年度東京都予算への要望書を東京都に提出しました2024年度東京都予算への要望書を東京都に提出しました2024年度東京都予算への要望書を東京都に提出しました

関東農政局との意見交換会を開催しました 

　隔年で行っていた消費者団体と関東農政局との意見交換会はコロナ禍のため中断
していましたが5年ぶりに開催しました。はじめに「みどりの食料システム戦略」と「関
東農政局東京都拠点の概要」についての情報提供があり、その後、質問を含め意見
交換を行いました。参加者からは、日本の食料安全保障については、コロナやウク
ライナ問題、気候変動など様々な課題があり危機感を持っている、ソーラーシェアリ
ングの農業について、農薬使用量削減や有機農業拡大の短期目標が必要ではないか、
若い方が就農するための支援策、エリートツリーの原産地はどこ、など「みどりの食
料システム戦略」について様々な意見が出され充実した意見交換となりました。

6月29日（木）14：00 ～16：30　東京都消費生活総合センター学習室Ａ
参加者：東京消費者団体連絡センター参加団体　9団体12名、農林水産省関東農政局4名、東京都拠点地方参事室2名
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連絡センター通信　1

NPO法人東京都地域婦人団体連盟、主婦連合会､　東京都地域消費者団体連絡会、新日本婦人の会東京都本部、一般財団法
人消費科学センター、東京地方労働組合評議会、東京借地借家人組合連合会、東京都生活協同組合連合会、生活協同組合コ
ープみらい､生活協同組合パルシステム東京、東都生活協同組合、生活クラブ生活協同組合・東京、葛飾区消費者団体連合会、
大田区消費者団体連絡協議会、清瀬市登録消費者団体連絡会、多摩のくらしを考えるコンシューマーズ・ネットワーク、目黒区
消費者グループ連絡会、練馬区消費生活センター運営連絡会、中央区消費者友の会

東京消費者団体連絡センターの参加団体（19団体　2023年11月1日現在）

連絡センター通信連絡センター通信連絡センター通信

4　連絡センター通信

「猛暑」よりも「酷暑」がピッタリだった今年の夏。物価上昇やエネルギー価格の高騰も
あり、地球の為、家計の為、無駄を見直しながらの節約を頑張りました。10月になっても、

消費行動を控える傾向は続いていますが、愛犬との散歩が楽しいとか、お米が美味しいとか、晩酌が嬉しいとか、
何気ない幸せを見つけながら、毎日を過ごしていきたいです。（AH）

催しのご案内

報　告

編 集 後 記

23区消費者団体活動情報交流会

●多摩地域の消費者団体交流会「知ろう！はじめよう！地域での環境活動」

●学習会「気候変動を防ぐ　脱炭素への道」～私たちにもできる脱炭素の取り組み～

7月13日（木）12：30 ～14：15（Zoomを活用したオンライン開催）　参加者：33名
　国際環境ＮＧＯグリーンピース・ジャパンの儀同千弥さんから、プラスチック問題は「気
候変動」「生物多様性の喪失」「汚染や廃棄物」という“地球の三重の危機”に影響を与える
国際的な課題であることや、その課題の解決に向け企業に対してシステムチェンジを提
案していること、市民団体「西荻大作戦」と協働して西荻窪の商店でリユースの導入を目
指した取組みについてお話しいただきました。
　また、「西荻大作戦」メンバーの芹沢さんから活動を始めたきっかけや仲間を増やして
いった過程、活動の拠点である「オトナカフェ」についてお話しいただきました。その後、「地
域での環境活動、何ができそう？」をテーマにグループ交流を行いました。

8月9日（水）13：30 ～15：00（Zoomを活用したオンライン開催）　参加者：18名
　一般社団法人Ｃlimate Integrateの平田仁子さんから、ＩＰＣＣ第6次評価報告書によると、
平均気温1.1℃上昇の現在、すでに大丈夫ではない現実があることから、気温上昇を1.5℃
に抑えることが世界全体の目標であり、目標達成には2050年までに（2019年比）温室効果
ガス排出84％削減、ＣＯ2排出実質ゼロが必要、特に電力部門では石炭火力のフェーズアウ
トが必要とされていることなど解説していただきました。そして、地域や1人ひとりにでき
ることをお話されました。アンケートには、気候変動対策にチャレンジできる最後の世代。
未来は変えられるという言葉が印象に残りました。などの感想が寄せられました。

●２０２３年度東京の消費者行政調査活動「東京の消費者行政　学習と懇談に向けて」

　まず、東京都生活文化スポーツ局消費生活部長片岡容子さんより、令和４年
度の消費生活相談を含めた東京都の消費生活行政の現状と課題についてと、消
費生活をめぐる今後の展望を見据えて消費生活基本計画を策定したこと、新た
な重点施策として「ＴＯＫＹＯエシカル」「東京デジタルＣＡＴs」「Ｓafe Ｋids」を行っ
ていくこと、高齢者見守りネットワークの機能充実や成年年齢引き下げに対応し
た消費者教育の強化、多摩消費生活センターの施設移転などご講演いただきま
した。続いて、学習「私たちがめざす懇談活動とは」を行い、その後、参加者は
グループに分かれ懇談の進め方などを交流しました。

消費者団体と関東農政局との
意見交換会

東京都生活文化スポーツ局消費生活部

9月6日「学習と懇談に向けて」
東京都生協連会館会議室

平田仁子さん

儀同千弥さん
©Chiaki Oshima_Greenpeace

「日本の食材・食品の実態から　有機食材（野菜）について考える」
日時：2023年11月21日（火）　13：30 ～15：40　　　開催方法：Zoomを活用したオンライン開催
内容：【講演】「食べ物が劣化する日本と希望の有機給食」
　　　　　　安田節子さん（食政策センター・ビジョン21代表、日本有機農業研究会理事）
　　　【取組報告】「オーガニック給食の成功事例から学ぶ」
　　　　　　　　中村陽子さん（ＮＰＯ法人 メダカのがっこう理事長）
　　　【分散交流】有機食材・野菜を普及させるために私たちができることを話し合います。
主催：「23区消費者団体活動情報交流会」実行委員会
協賛：東京都消費者月間協賛事業

（※ホームページをご参照ください）

（主催：「多摩地域の消費者団体交流会」実行委員会、協賛：東京都消費者月間協賛事業）

（主催：東京消費者団体連絡センター・東京都生協連食と消費者行政連絡会）

9月6日（水）10：30～12：00（東京都生協連会館会議室とオンラインのハイブリッド開催）参加者88名


